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小売商業の地域類型化
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佑

近年，小売商業を取り巻く環境の変化は，非常に速い速度で， しかも多方面にわたって現れて

きている。なかでも，大規模小売庖舗法(以下，大庖法)1)の改正や規制緩和にともなう大型届

出庖の加速化，小売庖舗間の競争激化，消費者の低価梼志向を背景とする消費需要水準の変化，

デイスカウントショップやロードサイド庖，カテゴリーキラーなどの新業態小売業の登場，情報

網の発達，流通経路の変化，都市構造・交通体系の変化など様々な問題が生じている。

これらの中で，交通体系の変化というのは，モータリゼーションの進展，高速道路・幹線道路

網や高速道路網などの整備による消費者の行動範囲の拡大を指し，都市構造は，既存の都市の人

口規模の変化，大都市周辺において典型的にみられるような新興都市の出現といったことが，都

市周辺や郊外へのショッピングセンターなどの商業集積の出屈を促進しているというものであ

る2)。こうした都市構造・交通体系の変化は，モータリゼーションが進展するとともに，高速道

路・幹線道路，高速道路網の整備が開始されることにより，大都市におけるドーナツ化現象が顕

著な形として現れ，近年，郊外へのショッピングセンターなどの出庖増加をもたらした3)。また，

都市周辺地域での人口増加は消費者の増加を意味し 新たな需要を生み出し 商業・サービス業

1) 1974年に施行された「大規模小売庖舗法」は2000年5月に廃止され，同年6月より「大規模小売庖庖

舗立地法(大庖立地法)Jが施行された。「大庖立地法Jは， 1"大規模小売庖舗法」による経済的規制
(庖舗面積，閉庖時刻，休業日数，開庖日の 4項目を調整対象)から，交通渋滞・交通安全問題，駐

輪・駐車問題，騒音問題，廃棄物問題など周辺の生活環境に影響を及ぼす事項を調整する社会的規制に

転換するものである。(南方建明「流通システムにおける小規模小売庖の役割Jr大阪商業大学論集J
1999年 p.389)

2) 中小企業庁編『平成 5年版 中小企業白書』大蔵省印刷局 1993年 pp. 223-224 

3) 塩田静雄・高橋秀雄「中小小売業と大型庖問題」中京大学中小企業研究所 1998年 p. 4 



iH ζ
1
1
 

J
J
Y
 

、
}

集 Vo1. 4:3 No. 1 

に対する くの地域で顕在化し 9 このような傾向は単に大都市のみならず7 地方の中

/小jト、者都[S-.訂ザ1市Jバi

とカがτてで主きる 1)口

よ，ほ[ま同様の{頃[何を見出すこ

こうした都市および小売商業の変化は，大型自といえども大型自同士の競争，新勧業熊小J京医と

の競争など9 様々な競争環境;に適応し，生き残っていかなければならないことを物語っており，

激烈な言え争で勝ち残れなしミ大型庖は;散退を強いられることとなる口

うした中で， 2001年 9月にスーパー業界大手のマイカルが民事再生法適用を申

した。その他の大型自においても，パフ、、jレ崩壊j:J[右手も出Jr5を続けてきた企業では設備投資への負

とな i人不採算j古舗の整理や破綻に至るケースがみられる。こうした

脂綿として出山をしていた大型府が閉鎖された場合，地域の小売商J占や消費者に与える影響は非

に大きいものと考えられる u しかも，現在のような不況の中ではさらに大型自の閉鎖が予想さ

れることから，地域商業転換期にさしかかっているものと思われるUJC

また，通産省が行っている「商業統計調査jにおいて小売商業の動向を見てみると，高度成長

期から低成長経済への移行が終了した1985年を転換点として商自数は減少に転じているιi海底数

は1982年の172万!告をピークに， 1985年には約10万が減少し162万となったc

までは商!万の減少率が低 i~- したため 160万庖台の水準を維持していたが，パフ、、ル経済が崩壊した

後，減少率は再び大きくなり， 1994年にはi商席数は150万庖舗を割り， 1991年の調査と比較する

とι6%と， 1958年の調査開始以来最大の減少率を記録したo 1999年には140.7万践となっており，

現在も商活数の減少は続いている。蕗庖数は?低成長経済への移行，パブ守ル経済の崩壊などを

ながら， 1985年以降，高)苫数が長期的な減少過程にあることは確かである q

このような小売商業の転換を迎えている「jユで，地域における小売商業構造を把握することは非

に重要なことであると考えられる。そこで本研究では，京都府を分析対象地域とし，小売商:業

に関する諸変数を用いて，京都府における市区町村の類型化を図ることを第]の呂的とし，

さらに，小売業に関する環境としての地域特性と小売業に関する成果との間の関係を検討するト

とを第 2の呂的とする。

これまでの小売商業構造に関する研究は多くの分野で、多方1百にわたって行われている。そうし

た中で，商業学や地域経済学の視点から見でみるとそれらの研究は大きく 2つに分話iすること

、
A ' ιt， |康雄「商業 I干1心fl~の地域(1<]分布とその変化 群馬県を例とし [地域政策研究J

~~ t1告第 1 200J年 pp.37ω50 

まよ-，手ムjii i土，大都市および、問辺都iHで、の変化として以下の 5つの変化を挙げている)

① 郊外鉄道駅(特に私鉄沿線)周辺での商業集積地の形成

どにともなうショッピングセンターやシヨソピング、/ーン(核としての

サーピス業常むjの形成

どを通じてj

~J ンター編「京都府産業の大要 2002年 p. 266 
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できる6)0 1つめは，小売商業構造を地域類型化することにより地域間格差の把握を行う研究で

ある。これらの研究には，小売環境および小売構造に関する諸変数を用いて因子分析を行い，そ

の因子得点に基づいてクラスター分析を行い山口県および中園地方の都市を類型化した米谷

(1979・1980)や因子分析および主成分分析の得点のみにより都市を類型化した吉田 (1983・

1984)や遠藤 (1992)，阿部 (1999)の研究がある。次いで 2つめは，小売構造を規定する環境

要因，あるいは小売環境および小売構造によって規定される小売業の成果である小売生産性や労

働生産性に関しての地域間格差を把握する研究である。これらの研究は主に小売構造および小完

成果を被説明変数とし，規定要因に関する変数を説明変数とした重回帰分析によって規定要因の

影響を明らかにすることを目的としている。小売構造を規定する要因に関するものとして，住谷

(1987・1988・1990)や懸田 (1988・2000)の研究があり，また小売成果を規定する要因に関す

るものとして，清水(1984)や田村 (1987)の研究がある。今回の主たる目的は地域の類型化で

あるため，前者の視点に立脚した分析を行い，小売環境と小売成果との関係については今回は相

関分析に留め，詳細な規定要因分析については別の機会に行うこととする。

従来の研究において残された課題として多くの研究者が挙げていたものは以下の 3つである。

第1に，変数の選択性および恐意的変数選択の問題である。小売商業構造を分析する上で，どう

いった変数により評価を行うかということが問題とされる。住谷 (1988)が探索的方法による実

証の繰り返し，その後，環境変数を整理し，実証する方法で小売構造や小売成果の概念を整理す

ることが必要であると述べているように小売商業を表す的確な概念は定められていない。第2の

課題は，研究対象地域単位をいかに設定するかということである。これまでの研究の多くが，都

道府県もしくは都市部を分析の対象単位としている。しかし，米谷 (1986) は，都道府県内部に

も，都市部と農村部とが存在しており，都道府県を対象とした分析と都市を対象とした分析の結

果は，必ずしも一致せず，そこには都市と農村の間で，小売生産性の規定因についての不整合が

存在しているように思えると述べている。現在のところ分析対象地域に関しては，米谷 (1980)

や遠藤 (1992)が課題として挙げていた「都市部より細かい区分での分析J，つまり町村部にお

ける分析はほとんど見当たらない。最後に 3つめの課題として，清水 (1984) などが挙げていた

クロスセクション分析のみでなく時系列での経年変化をみる分析を行うことである。吉田

(1984) は利用する変数の統一およびサンプル数を分析対象地域で同一にし，データ収集時期ご

とに因子分析を行えば，抽出された因子の経年変化の有無，ならびに地域類型化の変化の有無を

把握することができ，変化の有無の理解は小売商業構造の質的変化を理解する有効な lつの方法

となるとしている。

本研究では，第 1の課題および第2の課題について取り上げることとする。つまり，多変量変

数での分析における変数の怒意性を軽減するために主成分分析を行い，さらに分析対象地域を都

市部より細かい区分である市町村レベルでの小売商業構造の地域類型化を行うことを目的とする。

6) ただし，ここでは，記述統計によって地域の特徴を把握する報告書の部類は含んでいない。
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また，この目的を明らかにするとともに，以下の 2つの目的も同時に設けることとする。 1つめ

は，小売環境を記述する変数を用いて，小売環境における環境因子を抽出するとともに，京都府

における地域特性を把握すること。 2つめは，小売成果を記述する変数を用いて，小売成果にお

ける成果因子を抽出するとともに 京都府における小売成果特性を把握することである。

2.分析の枠組み

(1) 分析対象地域区分

まず，京都府における地域類型化の分析を行うにあたって，分析単位を明らかにしておく必要

がある。多くの分析で用いられている分析単位は統計資料の制約などから都市部がほとんどであ

るが本研究ではさらに低いレベルでの分析を行うこととしている。つまり，計測単位は市区町村

レベルであり，分析対象となったのは，京都府における計54の市区町村である7)。

京都府は丹後地域・中丹地域・南丹地域・京都市地域・乙訓地域・南山城地域・相楽地域の7

地域に分類されており，その中に合計54の市区町村が存在する。なお 本研究で用いている「地

域」の概念として，分析対象となる京都府を「全域」とし，京都府に含まれる54の市区町村を

「部分地域」としている。ゆえに，本研究で用いられている「地域」は「部分地域」の集積であ

る。つまり，市区町村が2つ以上になる場合「地域」としている8)。

(2) 分析に用いた変数と分析方法

本研究の分析に用いられた指標は 2つ存在する。 1つは，小売構造を構成している環境として

の小売環境であり，人口，高齢化率，個人所得，産業構造 自動車保有台数など24変数で構成さ

れている。もう 1つは，大型庖を除く最寄品，買回品，小売業に関する各吸引度，労働生産性，

売場効率の 9変数によって構成された小売成果である9)。これら 2つの指標において用いられた

変数は33個である。

また，分析に用いた統計資料は， I国勢調査JI商業統計表」など11の統計資料より変数を収集

した10)。これらの変数およびその定義，出典資料は表1に示されているとおりである11)。

7) 本研究で用いた 2次データに掲載されているデータの集計レベルは 市区町村を最長単位として，区

部・市部・町村部となっている。なお，本研究では，区部を区域，市部を都市部，町村部を郡部と呼ぶ

こととする。

8) 詳しくは，大友篤「地域分析入門」東洋経済新報社 1997年 pp. 5-11を参照のこと。

9) 業種に関しては，買回品の代表的なものである織物・衣服・身の回り品小売業および最寄品の代表的

な商品である飲食料品小売業に関する変数を用いて分析を行った。また，労働生産性は，従業員 1人当

り販売額，売場効率は売場面積当りの販売額，吸引度は，当該地区の消費者 l人がどれだけ商品を購入

したかを表す変数である。

10) 本研究に用いた統計資料は『商業統計表』および『京都府の商業Jは1999年のものであり，残りの統
計資料は2000年の資料である。

11) なお本研究は SPSSを用いて分析を行った。
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表 i 本研究で用いた変数の定義および出典資料

人 Li(人)

人口増加率(%)

i i 密度(人

率 (%i

昼間人[!比率(%)

持ち家率 (7~) 

j~51 人所持額(千円)

V) DlDまでの時間的距離

居住人口数

該当地域の小売販売額/(京都府の|総務省統計局 f国勢調査報告京都
小売販売額/京都府の居住人口) I府総務部統計課『京都府の商業j

一一一一一一一一一一一一一一十一一 一一一一一…一一一一
(居住人口/前田居住人口)-1

用住人仁

人口/居{主人!]

昼間人1-1/居住人口

持ん家数/住宅に{;!:むー般世帯数

課税対象額/居住人口

1次産業就業者/就業者総数

2次産業就業者/就業者総数

第3次産業就業者/就業者総数

住宅敷地価格

総務省統計局

交通省国土地理院

村別面積調j

日本マ h ケティン

総務省統計尚

f京都府

京都府総務部統計課京都府の商業1

.通産省調査統計部i者業統計課

.1) DlD地1)(までの時間距離.DIむまでの時間距離を !~:)O分以内 I r-30分以ヒ 1時間未満J! 1 時間以仁!の 3 段 r~1r('::分
~fi L，各々に 1・2・3のウョ fトを若ト(j，地1;;;:集漆数でl徐Lた加霊平均:
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本研究では，京都府における54の市区町村を対象として分析を行い，その分析方法の手順につ

いては図 2に示されるとおり 4つの段階から成る。

はじめの段階は，各指標において概念的に関係を持つ変数の収集を行い，変数に欠損値が含ま

れている場合は欠損値の処理を行うことである 12)。本研究は 2次データを用いて統計分析を行う

が，その際に欠損値を含んだまま分析を行うと結果に偏りが生じる可能性がある。ゆえに結果の

偏りを可能な限り軽減するために欠損値を統計分析が可能な数値に処理しなくてはならない。

そこで用いられる欠損値処理の方法には，大別して 3つの方法がある。第 1に，欠損値を含む研

究対象項目を分析から除外してしまう方法，第 2に，欠損値が含まれている変数項目を分析から

除外する方法，最後に欠損値を他の適当な値で埋めてしまう方法である 13)。しかし，いずれの方

法にも欠点があり完壁ではない。第 1の方法は，厳密ではあるが，研究対象の著しい減少や結

果の偏りをまねく恐れがあり 常に使えるものではない。第 2の方法も第 1の方法と同様に変

数の著しい減少や少数の変数による分析のために偏った評価をまねく危険性がある。第 3の方

法は，研究対象や変数の減少を招くこともなく，すべての分析方法に利用できるが，代入の方

法によっては分析結果を歪めてしまう。本研究では，第3の方法である他の値の代入により，欠

損値処理を行った14)。なお，本研究に用いた変数は33個であり，対象地域は54の市区町村である

ため，変数の総和は1782個である 15)。続いてそれら欠損値処理を行った変数を標準化することに

より分析を行うデータセットが整うこととなる。主成分分析を行う場合，用いたデータの各変

数において，単位や桁数が異なることが多い。このまま原データを用いて分析を行うと，単位

や桁数に影響され，正確な分析が行われなくなることがある。ゆえに これらの影響を排除す

るために，まずデータを標準化し，それから主成分分析を行う必要がある。なお，標準化された

データは，どのような分布をなしているデータでも，平均は 0，分散および標準偏差は 1とな

る。

第2段階としては，概念的に 1つのグループとして分類されている変数が実際どれだけの次元

を形成しているかを把握するために因子分析を含む主成分分析を行うことである。ここでは，概

念的に分類した各グループごとの2次資料データの変数に基づき，主成分分析を行い，それぞれ

のグループの背後に存在している共通な成分を探り合成変数を求めた。換言すると，統計分析に

12) 例えば，商業統計表であれば，他の数値から推測可能な箇所，例えばその地域に商庖が1つしかない

場合，従業員数や年間販売額などの統計資料における統計値は秘匿値となっている。秘匿値は主に 1も

しくは 2の値の場合用いられるが， 3以上の数値であっても 1又は 2の数値が前後の関係から推測可能

な場合には秘匠値を用いている。統計資料による zがこれに当たる。

13) 古谷野亘『数学が苦手な人のための多変量解析ガイド 調査データのまとめかた』川島書庖 1988年

pp. 22-23 

14) 欠損値の処理に関しては岩崎 学『不完全データの統計解析』エコノミスト杜 2002年，金 湛「中

国の産業構造要因分析のための統計2次データ処理Jr龍谷大学経済学論集』第42巻第3・4号 2003 
年3月に詳しい。

15) 本研究における欠損値は， 18個であり，全体のl.01%であり，分析を行うにあたり大きな支障は無い

ものと判断した。
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おいて概念的に収集されたグループを構成している変数の中から，析出因子の構造と強く関わっ

ている変数のみを取り出し新しく合成変数を構築するということである。なお，因子抽出の基準

は，通常は因子国有値1.0以上としているが，本研究ではより強く影響している変数の合成変数

を析出するため，固有値2.0以上を基準とした。さらに，固有値2.0以上の因子を重要因子とし，

固有値3.0以上の因子を最重要因子として位置づけた。回転軸は通常用いられるバリマックス回

転法を用いた。主成分分析により析出された因子の意味づけにあたっては，負荷値0.7以上で因

子に負荷している変数を最重要変数とした。この負荷値の意味するところは，変数の全分散の約

半分 (0.72=0.49)以上をこの変数により説明しているということである。さらに， 0.5-0.7 

の負荷値である変数を重要変数とみなし，因子の意味づけに利用した。つまり，第2段階では，

主成分分析によって析出された因子の概念を明らかにすることが目的である。

第3段階は前段階で行われた主成分析において算出された主成分得点を用いてクラスター分析

を行う段階である。前段階の主成分分析で各地域の小売商業構造を客観的に数量化することはで

きる。しかし，他の研究者が行っているような主成分得点を用いた類型化では，分析者の主観が

入る可能性が高い。ゆえに，本研究ではその問題を軽減するために，クラスター分析を用いて客

観的な地域類型化を試みた。クラスター分析には，ウォード法を用いて分析を行い，クラスター

の分類にはクラスターが最も大きく変化するところで区切ることとした。このクラスターの分類

により，地域の類型化を行うこととする。

最後の段階としては，小売環境と小売成果の間にどのような相互関係が存在しているのかを明

らかにするために，相関分析を行う段階である。相関分析には，有意水準 5% (両側)を用いる

こととした16)。

以上の4段階による分析手順は，以下の3点に要約できる。第 1に 可能な限り多くの収集し

たデータを統計的な分析によりできる限りの少数な有意な変数に転換し単純化を図っているとい

うこと。第2に，その単純化された因子を用いることにより地域を少数の地域に分類し単純化を

行っていること。第3に， 2指標聞の関係を把握するために，相関分析により相関関係をみてい

ることである。

16) 相関係数においての強さは以下のような基準に基づくものとする。(李 (2001) も同様の基準を用い

て分析を行っている。李復扉「中国の改革・開放と産業構造の変動に伴う地域間格差の実証研究J龍谷
大学大学院経済学研究科博士論文 2001年)

0.0孟 Ir I <0.2 比較的弱い正もしくは負の相関
0.2孟 Ir I <0.4 比較的強い正もしくは負の相関
0.4孟 Ir I <0.6 強い正もしくは負の相関

0.6孟 Ir I <0.8 非常に強い正もしくは負の相関

0.8孟 Ir I <1.0 極めて強い正もしくは負の相関
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3.小売環境に関する地域類型化

ここでの目的は，京都府における小売環境としての地域特性を把握い地域類型化を行うこと

である。具体的には，小売環境に撰jする諸変数を用いて主成分分析を行い地域特性を把握し，ク

ラスター分析により類似した地域に分類するということである。小売環境を記述するために用い

られた変数は表 lで示されている24変数である。小売業を取り巻く環境は地域によってそれぞ、れ

なるが，その類似J性によっていくつかの地域分類が可能であるし， もしそうであるならば，

の類型化を可能にするいくつかの基準(国:引が存在するはずである。例えば，人口 ぃ C

だ地減，しhる地域，成長している地域か停滞地域か，農業指向型か第 3次産業型か，

といった地域を類型化することのできる基準が存在するはずである。以下，

成分分析の結果およびクラスター分析の結果についてみていくこととする口

(1) 小売環境に関する主成分分析

に関する

24の小売環境に関する変数を用いて主成分分析を行った 5つの回一fが析出された

:2) 0 24変数によって形成されている小売環境変数の全分散のうち88.6%がこの析出された 5つ

の尚子によって説明されている。この 5因子のうち， 3.0 以ヒの最重要変数は 2因子あり，この

2因子で全分散の64秒1%が説明されている。また， 2.0以ヒの重要因子は lつあり，第 t1習

ら第 3因子までの計3因子で全分散の72.7%が説明されている。，重要因子である 3つの国

についてみていくこととする c

都市化の程度

を表している最も重要な因子として析出された第 1因子に負荷値 0.5以上の重要説明

として負荷している変数は14変数である。これらは変数のうち， f単独十世帯割合Ji商業地地

価Jr人口密度Ji商業人口Ji-昼間人口比率JI卒密度JI住宅地地価Jの 7変数は 0.'7以との
十.
'(r しているつまた.支世帯数jおよび i第3次産業構成比jの 2

として負荷している。また， 0.70、i二の負の負荷を示している

主要変数は， f人人当り運転免許保有者数JI一般世帯当り人民j円寺ち家卒J 一椴世帯当

り乗用車保有台数jの4変数であり， I第]次産業構成比jは0.5以上の重要変数として債の

を示してi，，，)る心

これらは変数の意味するところは，① 」般世帯数が多いところでは， 舟支世帯当りの人員は

少なく，単独世帯の割合が高く歩持ち家率は低くち②商業地地価および住宅地地価が高く，

3次産業の就業者構成iとが高く，昼間人口比率が高く，人口密度も高いが，第 1次産業就業了苦

く?③ヱ託手許度がi奇心運転免許を持っている人の割合が低い地域ということである c

つまり?これらの変数は，量間人口比率や人口密度といった人口が集中してV¥る中心地としての

を去す変数と，注宅や高業地の地価および第3次産業の就業者の割合など経済的基盤を
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表2 小売環境における記述統計量と回転後の成分行列

度数 範囲 最小値 最大値 平均値 標準偏差 分 散

居 住 人 口(人) 54 285853.0 2056.0 287909.0 48970.20 61871.70 3828106997.49 
商 業 人 口(人) 54 421572.0 666.0 422238.0 49279.19 79584.71 6333725861.13 
居住人口増加率(%) 54 34.7 -7.8 26.8 -0.91 6.05 36.60 

人 口 密 度(人Ikm2) 54 12862.4 15.4 12877.8 1793.41 3010.73 9064509.46 
τI司.，. 齢 化 率(%) 54 25.8 11.5 37.3 22.18 7.10 50.45 
一般世帯数(帯) 54 114297.0 672.0 114969.0 18804.96 24793.05 614695202.41 

一般世帯数増加率(%) 54 39.5 -2.3 37.2 4.34 6.96 48.48 
一般世帯当たり人員(人) 54 1.6 2.1 3.7 2.87 0.39 0.15 

単独世帯割合(%) 54 40.4 8.2 48.6 22.58 10.27 105.47 
高齢者世帯割合(%) 54 27.9 9.4 37.3 19.46 6.78 46.00 
核家族化率(%) 54 31.6 41.0 72.6 56.41 8.68 75.28 

生産年齢人口割合(%) 54 24.2 49.2 73.4 63.64 6.76 45.71 
昼間人口比率(%) 54 130.0 63.9 193.9 97.40 24.35 592.87 

持 ち 家 率(%) 54 52.2 44.5 96.7 76.03 15.63 244.30 
{国 人 所 得(千円) 54 1063.3 759.5 1822.8 1290.47 285.27 81381.33 

最寄り DIDまでの時間的距離(分) 54 1.7 1.0 2.7 1.28 0.43 0.19 
第l次産業構成比(%) 54 25.2 0.1 25.3 8.13 7.44 55.37 
第2次産業構成比(%) 54 32.0 17.3 49.3 31.47 7.22 52.13 

第3次産業構成比(%) 54 37.9 41.1 79.0 59.36 9.85 97.03 
住宅地地価(千円1m2) 54 362.3 3.0 365.3 118.72 107.61 11580.23 
商業地地価(千円1m2) 54 704.3 17.4 721.7 197.08 181. 25 32851.85 

一般世帯当たり乗用車保有台数(台) 54 1.2 0.4 1.5 0.91 0.23 0.05 
人口1000人当たり運転免許保有者数(人) 54 207.8 470.1 677.8 601.34 45.67 2085.67 

車 密 度(台Ikm) 54 157.8 5.5 163.3 51.38 48.96 2397.08 

回転後の成分行列

成 分

2 3 4 5 

単独世帯割合(%) 0.925 -0.033 -0.018 0.118 0.230 
商業地地価(千円1m2) 0.877 0.348 0.000 0.020 0.212 
人 口 密 度(人Ikm2) 0.822 0.245 0.043 -0.088 0.140 

商 業 人 口(人) 0.779 0.196 -0.005 0.167 0.064 

車 密 度(台Ikm) 0.772 0.480 -0.026 0.222 0.145 
昼間人口比率(%) 0.772 -0.029 -0.086 -0.450 -0.093 
住宅地地価(千円1m2) 0.756 0.458 0.026 0.211 0.334 

人口1000人当たり運転免許保有者数(人) -0.902 -0.024 -0.102 -0.153 -0.118 
一般世帯当たり人員(人) -0.880 0.034 0.003 -0.278 -0.202 

持 ち 家 率(%) -0.829 -0.398 -0.100 -0.198 -0.123 
一般世帯当たり乗用車保有台数(台) -0.806 0.118 -0.202 -0.359 -0.003 
生産年齢人口割合(%) 0.287 0.891 0.133 0.151 0.220 

f間 人 所 得(千円) 0.281 0.763 0.210 0.174 0.446 

核家族化率(%) -0.381 0.701 0.202 0.284 -0.051 
T同~ 齢 化 率(%) 一0.157 -0.918 -0.248 -0.199 -0.073 
高齢者世帯割合(%) -0.054 -0.892 -0.282 -0.033 -0.021 
最寄り DIDまでの時間的距離(分) -0.216 -0.838 -0.053 0.121 0.137 

第1次産業構成比(%) -0.546 -0.684 -0.173 -0.225 0.106 

一般世帯数増加率(%) 0.029 0.326 0.926 -0.037 0.089 

居住人口増加率(%) 0.055 0.364 0.910 0.053 0.052 

居 住 人 口(人) 0.495 0.344 -0.009 0.733 0.127 
一般世帯数(帝) 0.561 0.305 -0.018 0.699 0.145 

第3次産業構成比(%) 0.554 0.447 0.183 0.191 0.582 

第2次産業構成比(%) -0.277 0.046 -0.064 -0.069 -0.942 

国 有 値 9.220 6.164 2.071 1.927 1.892 

寄 与 率(%) 38.415 25.685 8.630 8.028 7.882 

累積寄与率(%) 38.415 64.100 72.731 80.759 88.641 

注) 因子抽出法:主成分分析
回転法:Kaiserの正規化を伴わないパリマックス法。 6回の反復で回転が収束した。
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変数から構成されている口

ゆえに，第 l因子で寄与している変数をみてみると中村・田i'kiJ (1996) したような都市

日ヲ を表す変数が負荷しているということがわかる 17)G れば，これら け

吋まどより都市の機能を有している地域であるということがいえるむしたがって，ここでは

都市の概念を

る

る変数が負荷していることから，第 l

化jとする)。

を「都市化の程度j と呼ぶことと

続いて小売環境を構成している重要な因子として析出された第 2因子に負街している変数は?

ある。これら 7変数のうち， 0.7以上の正の負荷を示す最重要変数は{生産年齢人口

合Jr個人所得Jr核家族比率jの3変数であり?逆に，「高齢化率Jr-高齢者世脅割合Jr最寄り
DIDまでの時間的距離jの3変数は 0.7以土の負の負荷を示す重要変数である c また， f第]次

産業構成比jの1変数のみがO. 以上の負の負荷を示す重要変数として負荷してし 1るc

これら 7変数の意味するところは，① 15歳-64歳までの生産年齢人口と個人所得およ

く，高齢化比率と高齢者世帯割合が低く，③ DIDまでの距離が近く，

業の就業者が少ないということである。つまり，生産年齢人口および個人所得，

い;地lJ.或では， 高断i1ヒ守世帯;割合がf止し寸也f或であり，加えて DIDまで

ない地域であるということである口逆の言い方を し1

地域では，当然ながら生産年齢人口が低し個人所得および核家族比率が低い地域であると同時

に，それらの地域は DIDまでの距離が速し相対的に第 l次産業就業者数が多い地域であると

し、える。ゆえに.第2因子で、負荷していた変数をみると高齢化と逆関係にある変数と強く関わっ

ているといえる。つまり，これらの変数が高ければ高いほど高齢化が進行していない地域である

ということである。したがって，ここでは非高齢化に関する変数が負荷しているこ

を「ゴド高齢化の程度jをtl手ぶこととする(以下， r非高齢化jとする)口
同地域成長の程度

ら， 勺
] 

3図子に負荷している変数は 2つあり，「 A般世帯数増加率jと 口増加率」はとも

に(). í7 の最重要変数として負 1î~むしている。これら 2 つの変数は， ともに正の負荷を示してい

ることから，立の強い相関関係が存在しており，同一次元と考えることのできる変数で、ある口

つまり予この 2変数から構成されている第 3因子は， J舌住人口が増加しているところでは，

都市に関して，「他の地域に比べて高い管集性，すなわち相対的に計ミ人口

されており，同時に未利用地を含めただ閑地が稀少なとこ

べてし・る。さらに経済的な言葉で「非農業的な土地利用が!主fru(j<Jで、あり，第 2次産業や第3

ば品活己的な地域Jと表現しており，このような'門賞を兼ね備えた地域を，げ1)!iJJおよび
してしもる(中村良平・回 ~*IJ 隆俊「者[5rtJ と地域の経済学J 有斐閣ブックス

本研究においてのこの定義に依存し都市と位置づけることとする。つまり，都市と

仁経済活動の観点からは第 3次産業に代表されるようにオフィス

ところであり， またこれらの要素が集積
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般世帯数も増加しているということを意味している。これらの地域では，世帯数もしくは人口の

どちらか一方が増加すると連鎖的にもう一方も増加すると考えられる。これらの 2変数は地域に

おける成長を表す変数であり，地域における潜在的な消費者の増加を意味している。つまり，こ

れらの変数が増加している地域では，新しい消費者を獲得することができ，小売業の発展する条

件が整った地域であるといえる。ゆえに，この 2変数によって構成されている第3因子は「地域

成長の程度」を示す因子と考えることとする(以下， I地域成長性」とする)。

(2) 小売環境に関するクラスター分析

小売環境に関する24の変数を用いて主成分分析を行った結果， I都市化JI非高齢化JI地域成

長性」の 3つの因子が析出された。こここでは この析出された 3つの因子における主成分得点

を用いて，クラスター分析による京都府の54市区町村の地域類型化を行うこととする。

クラスター分析の結果は表3および図 3に示すとおり 5つのクラスターに分類することがで

きた。図 4は各クラスターの地域分布を示したものである。以下，類型化された 5つのクラス

ターの特徴についてみていくこととする。

(1) 都市地域型

第1クラスターは10地域から構成されており，これらは全部で11ある京都市の区域で西京区を

除くすべて区域である。つまり，京都府における京都市は他の地域と別次元の構造である地域で

あるということがいえる。

この第 1クラスターは， I都市化」における平均値および中央値は類型中最大のものであるが，

「非高齢化Jは平均値で3位，中央値で4位と低い順位となっている。しかし，その数値自体は，

平均値が0.098を示していることからも分かるとおり京都府の平均値より少し高い値となってお

り，高齢化が進行している地域とは一概にはいえない。また， I地域成長性」に関しても同じこ

とがいえ，人口および世帯数が減少しているということではなく 飽和状態にある地域が主体と

なっていると考えられる。さらに，標準偏差をみてみると「都市化Jが全類型中で最も大きい値

となっている。平均値および中央値が高いにも関わらず標準偏差も大きいということは， I都市

化」の進行した地域の中にも かなり「都市化」の進んだ地域とそれほど「都市化」が進んでい

ない地域とが混在していることを示唆している。

これらのことから，この第 1クラスターは，人口規模が大きく，世帯数が多く，昼間人口比率

が高いなど「都市化」が進行しているが， I非高齢化」は京都府の平均より少し高く， I地域成長

性」は低く飽和した状態にある地域が主体となっているといえる。

(2) 非高齢化地域型

第2クラスターは12地域から構成されている。このクラスターには西京区，宇治市，城陽市，

亀岡市などの都市部や大山崎町，久御山町などの郡部が含まれている。これらの地域は，京都市

の周辺部に位置しており，主に，京都市以南の乙訓地域および南山城地域に分布している。この

第2クラスターは， I都市化の程度」に関しては，平均値および中央値が全類型中 3位であるこ



りわ キま ~f~ ミLケIrrßλfオi号 Vo1. 4:3 No. 1 

表3 小売環境に関するクラスター記述統計量
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非高齢化

i LJ都市地域担 H1 10 

rTT寸「一rrー門

非高齢地域 H2 

3 地域成 -Jf~ c1 1-( H1 

一一一一一一一一一一ー一一

ヰ 図山売開 L' L1 19 

=士ヴヨ士亡1

低小売環境 L
3 9 

'icLI 中央州首でみた各変数の僚を比較したものである
中央イ霞が îEのクラスターは H] ・ H~…の!11ft に 1r&.が高く，

中央官亙カ正負のクラスタ』はl_l'Lコ の!慣に担[が低いことをノT;I~ ているつ

とから，都市としての性質は京都府において平均的であるとしミえる。また， I地域成長性」にお

いても平均値および中央値は低い値となっており，飽和状態にある地域であるといえる。ところ

が， I非高齢化の程度Jにおいては，平均値および‘中央値は類型中最大のものである。つまり，

このクラスターは，相対的に「都市化jと「地域成長性jの程度は平均的であり，(非高齢化J

の程度が高い地域で構成されている。換言すると，最も高齢化の進んで、いない地域であり，生産

年齢人口が多い地域が主体となっており， DIDまでの距離が近く中心地へのベッドタウンとし

て機能している地域が集積していると考えられる。
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小売環境におけるデンドログラム
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1214 に関する地j或類担分布

在日7打J{llJ女主!

非i高齢地域型

地域)&1己主j

平均小売環埼211

ffí:小売環境lt~

3クラス夕一lは土 4i地也域と最も少ない地j域或で

宇i治台出原日田問町iqむ]IA¥，木;津幸町，精華町が含まれている。地域の分布としては，精華町のみが相楽地域と

なっており，残りは南山城地域で、あり，主に関西文化学術研究都市に属する地域で構成されてい

るむこのクラスタ』ーは「地域成長性jが平均値、中央f直ともに全類型中で最も高い催を示して

り。また， f非高齢化jにおいても平均値および中央値が全類型中 2位と高い値を示している。

しかし， i-都市化jの程度に関しては平均値および中央値は全頴型中で最も低しイ直であること

ら，都市としての性質を備えていない地域ということがいえる c このクラスターは相対的に成一長

に富んだ地域で略かつ，高齢化が進んでいない地域で構成されている。つまり，これらの地域も

2クラスターと同様に生産人口が多く， DIDまでも近い:京都市および他府県の中心地への

ベッドタウンとして機能していると考えることができる c

(4) 平均小売環境型

4クラスターを構成しているのは， 19地域であり最も多い地域で構成されている。このクラ

スターには福知山市，務鶴11)，富津市など4つの都市部と，園部町や大宮町，弥栄町などの日郡

部で構成されている。これらの地域は，京都府の最南端である相楽地域および京都市より北部に

ある南丹地域，中丹地域および京都府の最北端に位鐙する丹後地域と!幅広く分布している心分布
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をみてみると，都市部もしくは都市部の周辺に位置する地域が多いため，都市周辺型の地域で構

成されていると考えることができる。このクラスターは， 1"都市化J1"非高齢化J1"地域成長性J

の3つの因子における平均値および中央値が負の値となっており相対的に低い値とであるといえ

る。しかし，負の値をとるクラスターではあるがその値は京都府の平均値に近いものとなってい

る。換言すると，これらの地域は特化した特徴こそないものの，極端に低い値を示している因子

も存在しない，いわば京都府において平均的な地域が集積しているクラスターであるいえる。

(5) 低小売環境型

最後の第 5クラスターは 9地域からなり 京北町，大江町 久美浜町などすべて郡部で構成さ

れている。分布している地域は，京都市より北部の南丹地域，中丹地域，丹後地域である。この

クラスターは人口規模が相対的に小さい地域で構成されており， 1"都市化」の値は低い。さらに

高齢化が非常に進行しているため「非高齢化」の値も高い。加えて，ほとんどの地域で人口およ

び世帯数が減少しており過疎化の進んだ地域が多く， 1"地域成長性」の値も低くなっている。こ

れらの地域は「都市化J1"非高齢化J1"地域成長性Jにおける値が相対的に低いため，小売業に関

する環境条件が他の地域と比べて悪いといえる。

4.小売成果に関する地域類型化

ここでは小売成果に関する分析を行う。小売環境と同様に，小売成果に関する 9変数を用いて，

主成分分析を行い，主成分得点を用いてクラスター分析を行うことにより地域を分類し，分類さ

れたクラスターの特徴把握を行う。

(1)小売成果に関する主成分分析

小売成果に関する 9変数に対して主成分分析を行った結果 2つの因子が析出された。 9変数

によって形成されている全分散のうちこの 2因子によって83.1%が説明されている。この 2因子

はともに 3.0以上の最重要因子として析出されている。以下，析出されたこの 2つの因子構造に

ついてみていくこととする。

(1) 買回品および小売業に関する小売成果

小売成果を構成している最も重要な因子である第 1因子に負荷している変数は6つである。こ

れら 6変数のうち「買回品労働生産性J1"買回品吸引度J1"買回品売場効率J1"小売業労働生産性」

の4変数は 0.7以上の正の負荷を示す最重要変数であり， 1"小売業吸引度J1"小売業販売効率」の

2変数は 0.5以上の正の負荷を示す重要変数である。「買回品Jと「小売業」における小売成果

を示す各変数は，同一次元とみなすことのできる変数で構成されており，また，正の負荷を示し

ていることからこれらの変数聞には正の相関関係があることがわかる。

これら寄与している変数の意味するところは，買回品および小売業の小売成果は， 1"労働生産

性J，1"吸引度J，1"売場効率」の 3つの側面の変数が正の相関関係で連動しているということであ
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る。つまり，寅[ij砧11成果がI守いところでは小売業の成果も高いことを示している。また，同時に

労働生産性が高いところでは吸引度も高く，さらに売場効率も良いということである。特に，第

i 因子に強く負荷している変数の中で「質問 Ij:~J に関する値が高く，その中でも， f労働生産性J

も高くなっている c このことは，地域における小完成果は「買回品」に関する「

の影響が強いことを意味している。第 1因子は， f買l目品jとわj、売業 iに関する

していることから「買回品と小売業に関する小完成果Jと

小売業成果Jとするん

最寄品成果

続し 3て少弟、2!詩子に

r最寄品吸引度 iの3

こととする(灯、

している変数は 5変数ありヲ「最寄品売場効率Jf-

。事7以上のの負荷-を示す;最重要変数であるc ま

「小売業労働生産性jの2変数が再び負荷している。ただし， 0.5.L::J、よーのの負;許可を
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重要変数として負荷している。小売業に関する変数が最寄品に関する変数とも同一次元をなすほ

ど強い正の相関関係を示す変数として負荷している。

これらの中で最重要変数として負荷していたものは， I最寄品」に関する変数のみである。先

の因子においては， I買回品」と「小売業」の変数が最重要変数として負荷していたが， I最寄

品」に関しては「買回品」の時ほど強い関係を示していない。つまり，小売業全体の成果として

は， I最寄品」よりも「買回品」と強く影響し合っているということがいえる。また，買回品成

果と同様に最寄品においても， I吸引度J，I労働生産性J，I売場効率」の 3つの側面の変数が正

の相関関係で連動していることから，吸引度が高いところでは労働生産性も高く，さらに売場効

率も良いということである。特に，第 2因子に強く負荷している変数の中で「吸引度」に関する

変数の値が高いことから，人口に関する変数が強く影響しているものと考えられる。

ゆえに，この第2因子は最寄品と小売業の成果に関する変数で構成されていることに留意する

必要はあるが，負荷値0.7以上の最重要変数として負荷していたのは「最寄品」に関する変数の

みであるため，ここでは「最寄品成果」と呼ぶこととする。

(2) 小売成果に関するクラスター分析

ここでは，析出された「買回品・小売業成果」および「最寄品成果」の 2つの因子における主

成分得点を用いて，クラスター分析を行い，京都府の54市区町村の小売構造に関する地域類型化

を行うこととする口

クラスター分析の結果は表5および図 5に示すとおり， 6つのクラスターに分類することがで

きた。また，図 6は各クラスターの地域分布を示したものである。以下，類型化された 6つのク

ラスターの特徴についてみていくこととする。

(1) 買回品・小売業特化型(特殊地域)

第1クラスターは下京区および南区といった京都市内の区域によって構成されている。このク

ラスターにおける特徴は， I買回品・小売成果」における平均値および中央値が相対的に大きな

値となっていることである。このことは，京都府における買回品および小売業において多くの消

費者を吸収している地区であるといえる。下京区は，四条河原町を中心とした商業集積地域であ

り，南区は，京都駅周辺に大きな商業集積施設が立地しており，これらの影響によるところが大

きいといえる。小売業の視点から考えれば，吸引度，労働生産性および売場効率が高いことは効

率の良い経営を行っていることを意味しており，そうした商庖が集積した地域であると考えるこ

とができる。つまり，下京区および南区は，京都府における商業の中心地であり，かつ，買回品

と小売業の成果が相対的に優れた地域であるといえる。

(2) 最寄品特化型(特殊地域)

第2クラスターは宇治田原町の 1地域のみで構成されている。このクラスターは第 1クラス

ターとは逆に「最寄品成果」において高い値を示している。このことは，宇治田原町自体は居住

人口および商庖数などは大きな値ではないが，消費者を吸引する商庖が存在し，その商屈におけ
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図6 小売成果に関する地域類型分布

口問小売一(特殊地域)

関最寄品特化型(特殊地域)

昌高小売成果型

凹最寄品成果特化型

図低小売成果型

車車低最寄品成果型

る年間販売額が高いものとなっていることが影響しているものと思われる。

(3) 高小売成果型

63 

第3クラスターは北区，中京区といった京都市内の 8区域および，福知山市や城陽市といった

6つの都市部と精華町や峰山町などの4郡部の計18の地域から構成されている。これらの地域は，

丹後地域，中丹地域，南丹地域，京都市地域，乙訓地域，南山城地域と多くの地域に分布してい

る。このクラスターの特徴は「買回品・小売業成果」および「最寄品成果」における平均値と中

央値が相対的に高い値を示していることである。このことは，多くの消費者を吸引することによ

り年間販売額が上昇するとともに労働生産性および販売効率も高くなっている地域であると考え

られる。

この第3クラスターは，広範囲に分布しており，経営効率の良い庖が集積している地域で構成

されていることから，小売商業において周辺地域の中心的な地域であり，その地域や近隣地域か

ら消費者を吸収していると考えられる。

(4) 高最寄品成果型

第4クラスターは久御山町，園部町など5つの郡部によって構成されている。これらの地域は，

丹後地域，南丹地域，南山城地域に分布している。この第4クラスターの特徴は「最寄品成果J
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相対的 良い商が集積している地域であり，最寄品に関しては，地域内での消費街

あるといえ，他の地域からも「最寄を購入するために人々が流入している

ると される u しかしヲ 品・小売業成果jにおいては，平均値およびq二i は第 2ク

ラスター… ありラ貸出品および小売業の成果が良いとはいい難い地域であるコつ

いては当該地域内に消費行動を促す魅力的なi部活が立地していないためヲ地のホホ

f也出しておりヲ J也1或rJすでの よくなされていない地域であると考えられる。

5クラスター辻 区ー 出辺市などの区域と 5つの都市部および、木津町，

U-l~.りなど14郡部の合計20地域で構成されている。これらの地域は，丹後地域，中丹地域，南丹
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地域，京都市地域，乙司11地域，南山城地域，相楽地域と京都府すべての地域に幅広く分布してい

る。この第5クラスターの特徴は「買回品・小売業成果」および「最寄品成果」の平均値と中央

値が相対的に低い値であるということである。つまり，小売業における営業効率があまり良くな

い地域で構成されているということである。換言すると これらの地域では 地域内の消費者を

吸収することができず，他の地域へ流出していると考えられる。

(6) 低最寄品・小売成果型

第6クラスターは井手町，山城町など8地域で構成されており 全て郡部である。これらの地

域は，中丹地域および相楽地域に分布している。この第6クラスターの特徴は「買回品・小売業

成果」および「最寄品成果」における平均値と中央値が相対的に低いということである。「買回

品・小売業成果」においては第 5クラスターと類似した値であるが， I最寄品成果Jにおいては

第5クラスターより低い値となっている。このことは，最寄品において非常に経営効率の悪い商

庖が集積している地域であるといえる。

5.小売環境と小売成果に関する相関分析

ここでは，小売環境と小売成果の関係について検討することを目的としている。この目的を明

らかにするために小売環境と小売成果において概念化された因子における主成分得点を基に，相

関分析を行いそれぞれの関係を明らかにすることを試みる。なお，相関分析における有意水準は

5拓(両側)を用いている。

合計5個の因子による相関関係表は表6に示してあるとおりである。これら相関関係における

2指標聞の相関係数はゼロであり，各因子は指標内において統計的に完全な独立変数として機能

している 18)。

小売環境と小売成果との相関関係の組み合わせは 6種類あり 5%の有意水準で、統計的に有意

と認められた組み合わせはわずか 1組であった。統計的に有意と認められた因子は「都市化jと

「買回品・小売業成果」である。相関係数は 0.499と強い正の相関関係がみられる。つまり，

「都市化Jにおいては，最寄品の成果よりも買回品・小売業の成果と強く関係しているというこ

とがいえる。換言すると，都市としての機能が高い地域では，買回品や小売業に関する労働生産

性，売場効率，吸引度が高いということである。ただし，ここで「都市化」と「買回品・小売成

果Jとの間で直接的な関係がみられるのは居住人口がその地域で消費者を吸収した販売額だけで

ある。その他の労働生産性および売場効率における従業員数と売場面積は小売商業の構造に影響

されるものである。つまり，小売成果の中でも， I吸引度」のみが直接的に「都市化」と関係し

ており，他の変数は，媒介変数の役割を果たし，小売環境から小売構造を経て，小売成果へと影

響を及ぼす変数であると考えられる。

18) 河村能夫「中国自動車産業における部品メーカーの経営実態Jr中国経済改革と自動車産業J昭和堂
2001年 p.252 
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とを意味している。続いて，小売成果においては「買回品・小売業成果Jと「最寄品成果Jの2

つの因子が析出された。

さらに，その析出された主成分得点を用いたクラスター分析による京都府の地域類型化を行っ

た結果，小売環境は，京都市を中心とする「都市地域型j，京都市の周辺部に位置する「非高齢

地域型j，関西文化学術研究都市に属する地域で構成されている「地域成長型j，相楽地域，南丹

地域，中丹地域および丹後地域に分布している「平均小売環境型j，それ以外の町村が集積して

いる「低小売環境型」の 5つに分類することができた。一方小売成果では 京都市の下京区お

よび南区に分布されている買回品および小売業成果が相対的に高い「買回品・小売業特化型j，

宇治田原町における「最寄品特化型」 下京区および南区以外の京都市やその周辺地域に分布し

ている「高小売成果型j，最寄品の成果が高い「最寄品成果特化型j，総合的に小売成果が低い

「低小売成果型j，さらに総合的に小売成果が低くその中でも特に最寄品の成果が低い「低小売

成果型」の 6類型に分類することができた。

小売環境と小売成果との関係については，統計的に有意と認められた因子は「都市化」と「買

回品・小売成果Jのl組のみであり，他の因子聞には相関関係はみられなかった。

本研究は1999年および2000年のデータで分析したため， 2000年 6月に施行された「大庖立地

法」に関する大型庖の立地状況は含まれていない。今後，この法律が大型庖にどう影響し，出庖

数に影響を及ぼしているのかについての継続した分析が必要であると考えられる。特に，バブル

経済崩壊後，都心での地価が低下したため，再び都心に人口が戻り，大型屈が今まで手の届かな

かった土地に出屈するといったことが起こっている。こうした傾向が進めば，現在の小売商業構

造も再び大きな変化を迎えるであろう。さらに都心郊外に位置している大型庖や商庖街と共存し

ている大型庖が集客力を失い閉鎖に追い込まれた場合，地域住民に与える影響は大きいものと考

えられる。こうした状況において影響を最も受けるのは小規模で経営を行っている庖，つまり，

個人経営庖や零細庖であると考えられる。また小規模小売庖において後継者のいない庖も多く，

後継者がいない庖は閉鎖に追い込まれることとなり，上述したような大型庖の閉鎖が同時に地域

内で発生した場合，地域社会の崩壊につながる恐れがある。ゆえに，今後大型庖と地域における

商庄街などを含む小規模小売庖および地域住民との共存を図っていくことが重要であり，フィー

ルドワークなどを通して継続的に地域構造を把握する研究が必要である。

最後に，本研究において残された課題として以下の4つの課題が挙げられる。第 1の課題は，

今回の研究では，京都府の市区町村における地域を特徴ある地域ごとに類型化したにすぎず，今

後，小売成果を規定している要因を明らかにしていく必要がある。つまり，小売成果を被説明変

数とし，小売環境に関する諸変数を説明変数とする重回帰分析を行うことにより小売成果を規定

している要因を明らかにすることである。

第2に，第 1の課題をさらに時系列での変化をみることにより，主成分分析による析出因子の

変化，クラスター分析による地域分類の変化，重回帰分析による規定要因の変化を明らかにする

ことが必要である。このことにより経年での地域構造の変化が明らかになる。
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